
Ａ．2030年までに温室効果ガスの削減に効果があるもの 3,724億円

別紙１A～Dの4分類ごとの府省別内訳等

（注） 「復興庁」とあるのは、東日本大震災復興特別会計に計上されている予算であり、事業実施府省へ移替えて
執行するものである。

経済産業省 450億円 （12%）

・地熱発電の資源量調査等事業 121億円

・非化石エネルギー等導入促進対策費補助金

   100億円 等

農林水産省 1,194億円 （32%）

・森林環境保全整備事業     840億円

・水源林造成事業     253億円 等

その他府省  7億円

環境省 1,843億円 （49%）

・地域脱炭素移行・再エネ推進交付金

300億円

・廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏

構築促進事業 246億円 等

国土交通省 116億円 （3%） 

・森林整備事業経費   63億円 等

復興庁45億円 （1%）

・森林環境保全整備事業 37億円 等

防衛省 70億円 （2%） 

・温室効果ガスの排出削減対策 70億円   



（注） 令和７年度予算案について、地球温暖化対策関係予算の「2030年までに温室効果ガスの削減に効果がある
もの」に該当すると考えられるものを集計したところ、計3,724億円であった。

【参考：「Ａ．2030年までに温室効果ガスの削減に効果があるもの」

の対策分野別内訳】

業務その他部門の取組 892億円 （24%）

運輸部門の取組  384億円 （10%） 森林等の吸収源対策、バイオマス等の活用
1,313億円 （35%）

公的機関における取組 483億円 （13%）

横断的施策 42億円 （1%）

持続可能な社会を目指した脱炭素社会の
姿の提示 36億円 （1%）

グリーントランスフォーメーション（GX）の実
現に向けて 57億円 （2%）

エネルギー起源CO2以外の温室効果ガス
の排出削減対策 7億円 （0.2%）

産業部門（製造事業者等）の取組 65億円 （2%）

エネルギー転換部門の取組
164億円 （4%）

家庭部門の取組 134億円 （4%）

国際的な地球温暖化対策への貢献
147億円 （4%）



Ｂ．2030年以降に温室効果ガスの削減に効果があるもの 3,648億円

経済産業省 3,607億円 （99%）

・ポスト5G情報通信システム基盤強化研究開発事業費 1,617億円

・独立行政法人情報処理推進機構出資金 1,000億円

・国立研究開発法人産業技術総合研究所運営費交付金 318億円

・革新的脱炭素化技術創出事業費 295億円

・脱炭素成長型経済構造移行推進対策費補助金   81億円 等

農林水産省 6億円 （0.2%）

・農林水産業の環境政策の推進に必要

な経費 6億円

環境省 5億円 （0.1%）

・「脱炭素×復興まちづくり」推進事業

5億円

国土交通省 6億円 （0.2%）

・脱炭素に向けた産学官連携による次世

代大型車開発促進事業 6億円 等

文部科学省 23億円 （1%）

・革新的パワーエレクトロニクス創出基盤

技術研究開発事業 14億円 等



【参考：「B．2030年以降に温室効果ガスの削減に効果があるもの」

の対策分野別内訳】

横断的施策 3,398億円 （93%）

エネルギー転換部門の取組

75億円 （2%）

産業部門（製造事業者等）の取組
49億円 （1%）

持続可能な社会を目指した脱炭素社会の姿の提示 5億円 （0.1%）

運輸部門の取組 109億円 （3%）

森林等の吸収源対策、バイオマス等の活用 6億円 （0.2%）

国際的な地球温暖化対策への貢献
0.4億円

科学的知見の充実のための対策・施策
0.4億円

エネルギー起源CO2以外の温室効果ガス
の排出削減対策 5億円 （0.1%）

グリーントランスフォーメーション
（GX）の実現に向けて 0.3億円 

（注） 令和７年度予算案について、地球温暖化対策関係予算の「2030年以降に温室効果ガスの削減に効果がある
もの」に該当すると考えられるものを集計したところ、計3,648億円であった。



6,230億円Ｃ．その他結果として温室効果ガスの削減に資するもの

（注） 「復興庁」とあるのは、東日本大震災復興特別会計に計上されている予算であり、事業実施府省へ移替えて
執行するものである。

農林水産省 452億円 （7%）

・山地治山総合対策（生物多様性の保全

及び持続可能な利用） 268億円 等

環境省 384億 （6%）

・循環型社会形成推進交付金 360億円 等

国土交通省 92億円 （1%）

・山地治山事業（生物多様性の保全及び持続

可能な利用） 62億円 等         

経済産業省 5,284億円 （85%）

・脱炭素成長型経済構造移行推進機構出資金 800億円

・省エネルギー投資促進・需要構造転換支援事業費 760億円

・GXサプライチェーン構築支援事業 610億円

・高温ガス炉実証炉開発事業費 436億円 

・高速炉実証炉開発事業費 393億円 等

その他府省  3億円

復興庁 14億円 （0.2%）

・森林整備・保全地方公共団体事業費補助金、

森林整備・保全調査等委託費、国有林野森

林整備・保全管理費 14億円



（注） 令和７年度予算案について、地球温暖化対策関係予算の「その他結果として温室効果ガスの削減に資する
もの」に該当すると考えられるものを集計したところ、計6,230億円であった。

【参考：「C．その他結果として温室効果ガスの削減に資するもの」の対策分野別内訳】

森林等の吸収源対策、バイオマ
ス等の活用 537億円 （9%）

科学的知見の充実のための対策・施策 22億円

エネルギー転換部門の取組 2,566億円 （41%）

産業部門（製造事業者等）の取組 1,578億円 （25%）

国際的な地球温暖化対策への貢献 38億円

公的機関における取組 0.9億円

運輸部門の取組        0.5億円

持続可能な社会を目指した脱炭素社
会の姿の提示 1億円

グリーントランスフォーメーション（GX）の実
現に向けて 941億円 （15%）

家庭部門の取組 55億円 （1%）

業務その他部門の取組 393億円 （6%）

横断的施策 96億円 （2%）



文部科学省 87億円 （13%）

・全球地球観測システム構築の推進

に必要な経費 87億円 等
経済産業省 270億円 （40%）

・国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発

機構エネルギー需給勘定運営費交付金 190億円

・鉱物資源開発推進探査等事業費 20億円 等

農林水産省 11億円 （2%）

環境省 142億円  （21%）

・事業全体のマネジメント・サイクル体制確立事業 24億円

・アジア等国際的な脱炭素移行支援のための基盤整備事業  13億円 等

外務省 43億円（6%）

・環境問題拠出金 41億円 等

683億円Ｄ．基盤的施策など

国土交通省 111億円 （16%）

・航空分野における脱炭素化の推進

79億円

・静止気象衛星業務 31億円 等

内閣府 19億円 （3%）



【参考：「D．基盤的施策など」の対策分野別内訳】

横断的施策 51億円 （7%）

エネルギー転換部門の取組
28億円 （4%）

科学的知見の充実のための対策・施策  128億円 （19%）

業務その他部門の取組 20億円 （3%）

国際的な地球温暖化対策への貢献
119億円 （17%）

公的機関における取組 12億円 （2%）

運輸部門の取組  86億円 （13%）

森林等の吸収源対策、バイオマス等の
活用 6億円 （1%）

エネルギー起源CO2以外の温室効果
ガスの排出削減対策 2億円

産業部門（製造事業者等）の取組     206億円（30%）

（注） 令和７年度予算案について、地球温暖化対策関係予算の「基盤的施策など」に該当すると考えられるものを
集計したところ、計６８３億円であった。

グリーントランスフォーメーション（GX）
の実現に向けて 0.3億円 

持続可能な社会を目指した脱炭素社

会の姿の提示        25億円 （4%）
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